
 
 

 

 

 

令和 4 年 6月 17 日に公布された改正建築基準法・改正建築物省エネ法により、令和 7 年 4 月

（予定）から、旧 4 号建築物※の構造審査等が始まり、また、原則全ての建築物の新築・増改築時

における省エネ基準への適合が義務化されます。※階数 2 以上又は延べ面積 200 ㎡超の木造一戸建て住宅等 

国土交通省では、改正法の円滑な施行に向け、申請図書の作成や申請手続きについて個別にサポ

ートする体制を令和 6年度から全都道府県において構築する予定です。 

令和 5 年度は、山口県を含む８県において先行実施し、課題や留意点の整理を行うこととされて

おり、山口県においては、（一社）山口県建築士会に「建築士サポートセンター」を開設します。 

お気軽にご連絡ください。お待ちしています。 
 

 

●サポートの流れ： 

①申込者が事務局（山口県建築士会）にサポートの申込み 

※国の予算の範囲内で実施するため、お待たせする又はお断りする場合があります 

②事務局（山口県建築士会）が対応可能なサポート員を選定して日程等を調整 

③サポート員が申込者から提出された図面等一式をあらかじめ確認 

④サポート員から申込者に対して助言・指摘等を実施（事務局で対面又はＷＥＢミーティング） 

●サポート内容： 

※以下のアドバイスを行いますが、これらは基準への適合性を確認するものではありません。 

・確認申請図書の作成アドバイス（壁量計算、省エネ仕様基準適合） 

・構造計算適合性判定（構造適判）の手続きアドバイス 

・建築物エネルギー消費性能適合性判定（省エネ適判）の手続きアドバイス 

・住宅ローン減税に必要な適合証明書作成アドバイス 

●サポート費用：無料（申込、WEB ミーティングに係る通信費等は、申込者で負担ください。） 

●サポート期間：令和５年１１月１日（水）～令和 6 年 2 月 29日（木） 

●サポート申込方法 

下記の「建築士サポート」申込書を持参、メール又は FAX で事務局あてご提出ください。 

事務局：（一社）山口県建築士会 〒753-0072 山口市大手町３－８（担当者：児玉） 

TEL：083-922-5114 FAX：083-922-5122 E-mail : info@y-shikai.or.jp 
 

「建築士サポート」申込書 

申込者氏名  勤務先  

連絡先電話※  連絡先 FAX  

連絡先 E-mail  

希望する 

サポート内容 

該当に☑ 

以下同じ 

□確認申請図書の作成アドバイス（壁量計算） 

□確認申請図書の作成アドバイス（省エネ仕様基準適合） 

□構造計算適合性判定（構造適判）の手続きアドバイス 

□建築物エネルギー消費性能適合性判定（省エネ適判）の手続きアドバイス 

□住宅ローン減税に必要な適合証明書作成アドバイス 

□その他（                            ） 

希望する 

アドバイス方法 

□対面 

□WEB ミーティング 

図面等の申請

図書の有無 

□あり 

□なし 

申請書等の 

提出先 

□日本ＥＲＩ（株）        □（一財）山口県建築住宅センター   

□ハウスプラス中国住宅保証（株） □特定行政庁（県・市） □その他 

※申込内容について確認を行う場合がありますので、日中連絡可能な電話番号をご記入下さい。 

 

建築士サポートセンターの概要

「建築士サポートセンター」開設 
建築基準法・建築物省エネ法改正に係る各種申請手続きをサポートします！ 

（一社）山口県建築士会 
 



 ステップ１ 事務局にサポートを申込み  

事務局：(一社)山口県建築士会 (担当：児玉)   所在地：〒753-0072 山口市大手町 3-8 

ＴＥＬ：０８３－９２２－５１１４      ＦＡＸ：０８３－９２２－５１２２ 

メール：info@y-shikai.or.jp 

※申請書類・図面等一式のご提出が原則ですが、これらの書類がご用意できない方も、法改正に

ついてわからないこと、不安なことがあれば、お気軽にご連絡ください。 

 ステップ３ サポート員によるアドバイス  
 

提出された申請書類・図面等一式についてサポート員がアドバイス（助言、指摘等）を行います。 

  

アドバイスは、対面又はＷＥＢミーティングで行います。 

対面の会場       ：山口県建築士会又はサポート員の指定する会場 

ＷＥＢミーティングの方法：ＺＯＯＭミーティング又はサポート員の指定する方法 

 ステップ２ 事務局に申請書類・図面等一式を提出  
 

以下の申請手続き等について、申請書類・図面等一式を事務局にご提出ください。 

●確認申請図書の作成（壁量計算、省エネ仕様基準適合） 

●構造計算適合性判定（構造適判）の手続き 

●建築物エネルギー消費性能適合性判定（省エネ適判）の手続き 

●住宅ローン減税に必要な適合証明書作成 

提出方法：持参・郵送・メール（データはＰＤＦでお願いします） 

      ※提出された資料は、原則としてお返ししません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「建築士サポートセンター」のサポートの流れ 

サポート員を決定し、サポート員が申請書類・図面等一式

を、あらかじめ確認します。 

申込者とアドバイスを行う日程の調整を行います。 

事務局から、サポート申込受付確認及び申請書類・図面等

一式の提出依頼のご連絡をします。 

～改正建築基準法・改正建築物省エネ法の円滑な施行に向けて～ 

 国土交通省が講習会等を開催します！ 
 

2022 年 6月 17 日に公布された改正建築基準法・改正建築物省エネ法により、2025 年 4月

（予定）から、旧 4号建築物※の構造審査等が始まり、また、原則全ての建築物の新築・増改築時

における省エネ基準への適合が義務化されます。 

※階数２以上又は延べ面積 200 ㎡超の木造一戸建て住宅等 

 

これら制度の円滑な施行に向け、以下のオンライン講座が公開されています。 

・改正法制度説明会  ・設計等実務講習会 

https://shoenehou-online.jp/ 

 

 

改正法に関する情報、マニュアル・ガイドラインなどについては、

国土交通省のホームページで随時、情報発信されています。 

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/r4kaisei_shoenehou_kijunhou.html 


